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研究成果の概要（和文）：本研究は、若年者を対象としたパネル（追跡）調査を 2007年から毎

年実施した。同一の個人を何年にもわたり追跡して調査することにより、(1)学校から職場への

移行、(2)初期のキャリア形成と転職、(3)離家と異性との交際・結婚、(4)意識・態度、価値観

といった多様な側面から若年者のライフコースを総合的に捉え、その変化を跡付ける分析を行

った。 

 
研究成果の概要（英文）： This study conducted a panel survey of Japanese young people every 
year since 2007.  By following the same individuals over a number of years, this study 
analyzed the life-course transitions and changes experienced by the youth in the following 
diverse areas: (1) the transition from school to work, (2) early career formation and 
job changes, (3) leaving home, courtship, and marriage, and (4) attitudes, opinions and 
values. 
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１．研究開始当初の背景 

（1）1990 年代にはいり、新規学卒者の就職
（学校から職場への移行）に関していくつか
の大きな変化がおこった。高卒者・大卒者の
就職率は、求人倍率の低下とともに 1990 年
代後半大幅に減少した。この就職率の低下に
対応した形で 1992 年以降、高卒・短大卒・
大卒ともに就職も進学もしない「無業者」の
比率が増加している。これら「無業者」の多
くは、学校卒業後、一定の進学先や就職先を
もたずに「フリーター」と呼ばれる非正規就

業に従事する若年層であり、正規就業から転
職して「フリーター」に流れ込む層、労働意
欲自体を失い求職活動もしない「ニート」と
呼ばれる若者とともに、社会的な関心を集め
た。さらに 1990 年代にバブルが崩壊し、経
済の逆風を直接的に受けたのは若年層であ
る。事実、10 代の失業率は 1990 年に 7%で
あったものが、2000 年代には 12%と大きく
上昇した（就業行動）。これらの高い失業率、
無業率、そして非正規雇用率を生み出した過
程はいかなるものか。この問いに答えるため
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には、若年者を追跡し、学校から労働市場へ
の移行の経験と初期キャリアにおける就業
行動を丹念に跡付けることによってしか明
らかにすることができない。追跡調査によっ
て、例えば、フリーターをはじめとする非正
規就業は、若年者のキャリアの中で一時的な
ものなのか、それともその後の彼らの人生に
長期的なインパクトを及ぼすのか、といった
時間の変遷が鍵となる命題についての検証
が可能になる。 

 

（2）1990 年の「1.57 ショック」以来出生率
は、近年若干の持ち直しがみられるが、長期
的には低下傾向にある。この少子化をもたら
す主たる要因は、若年層の晩婚化・未婚化で
あるといわれている。彼ら・彼女らの婚姻行
動は親世帯との関係と交差して実現してい
る。親元を離れようとしない若者は「パラサ
イト・シングル」と呼ばれて、世間の注目を
浴びた。子が成人しても依然として世話をや
き続け、もはや結婚適齢期をすぎても結婚を
急がせようとはしない親がいる。同時に、親
元を離れ、独立することで生活水準が低下す
ることを好まない未婚者は、親との同居を続
け、晩婚化・未婚化傾向を生みだすと考えら
れている（離家・結婚行動）。しかしながら、
親元を離れる時期（離家）の遅れと婚姻行動
との因果関係は、実際に時間の経過とともに
親世帯との関係の変化を追うパネル調査に
よってしか正確に把握することはできない。 

 

（3）さらに、このような就業や結婚をめぐ
る変容は、不況の進展、雇用慣行の変遷、人
口変動などの社会･経済構造の変化の影響を
受けただけでなく、若者自身の意識や価値観
が変化したことと関連していると考えられ
ている（意識と価値観）。安定した終身雇用
にこだわらず、経済的に自立することに主眼
をおくよりも、自分がやりたいことを優先す
るライフスタイル、何ら抵抗なく親に依存し
つづけ結婚という選択に価値を見出さない
考え方など、若年層の価値観の変化が強調さ
れる。しかし本当にこのような意識・価値観
の変容があり、それは「いまの若者特有」の
ことなのであろうか。また、価値観・意識の
変化が行動の違いを生み出しているのか、そ
れとも就業、結婚をめぐる社会的な条件や過
去の選択の結果が、意識や価値観の変容を生
み出したのか、今までの研究では十分に明ら
かにされてこなかった。 

 

２．研究の目的 

（1）本研究は、若年者を長期的に追跡する
パネル調査を実施することにより、①学校か
ら職場への移行、②就業行動（非正規雇用、
転職など）と労働市場、③離家と結婚・家族
形成、④意識と価値観、という 4 つの分析軸

から若年者の行動と意識を分析する。これら
の 4つの軸を個人のライフコースの流れの中
で総合的にとらえることによって、若年の行
動と意識の変容を明らかにし、若年雇用政策
や晩婚化・少子化に関する施策を検討するた
めの学術的基盤を提供することを目指した。 

 

（2）本研究の第 1 の特色は、若年者個人を
数年間にわたって追跡し、彼ら・彼女らの学
校教育、就業、親からの独立、結婚、そして
意識の変化をライフコース全体の中で総合
的に捉えるパネル調査の手法を用いること
にある。若年雇用が注目されているわりに、
教育、家族・世帯、意識を同時に考慮にいれ
た総合的なパネル調査は実施されていない。
今までの研究の主流である 1 時点での意識調
査では、調査時点での意識がその時点での働
き方の結果であるのか、それとも原因である
のかを特定することはできなかった。パネル
調査の最大のメリットは、個人を継続的に追
跡していくことにより、個人の行動と意識の
変化を明らかにし、行動と意識の因果関係を
より明確にすることが可能となることであ
る。 

 

（3）本研究の第 2 の特色は、若年について、
教育（教育社会学）、就業（労働経済学、人
事管理）、家族（人口学・家族社会学）、意識
（社会意識論）という異なる専門分野の研究
者が協力する、学際的な研究である点にある。
このことは、若年者の無業化や非正規雇用化
といった雇用問題だけを取り出して議論す
るのではなく、雇用と家族形成の関係など、
若年層の行動と意識の変容を多面的、総合的
に把握できることを意味する。 

 

（4）第 3 の特色は、すでに行われた海外の
パネル調査の蓄積に学び、日本の若年者の追
跡調査を継続的に実施し、収集されたデータ
を（データの図書館ともいうべき）データ・
アーカイブを通して公開することである。精
度の高いパネル調査データは、まだ日本では
数が少ない。このような貴重なデータを公共
財として提供することは、学際的かつ国際的
な研究のさらなる発展に寄与することが期
待される。 

 

３．研究の方法 

（1）本研究プロジェクトは、「パネル調査の
企画・実施」と「調査データの分析･研究」
という 2 つの軸から成り立っている。2007年
から毎年追跡調査を実施しているため、「パ
ネル調査の企画・実施」について最も多くの
エネルギーと時間を割いてきた。 
 
（2）パネル調査の方法について簡潔に説明
しておく。調査の企画段階で、対象者とする



若年層を 20-34 歳とした。この理由は、対象
者抽出にあたって自治体の協力を得にくい
地域があることを考慮し選挙人名簿と住民
基本台帳を併用することを決定したために
20 歳以下は対象外とし、若年層の内部でライ
フステージがある程度異なる人々を抽出す
るために 34歳を上限としたことによる。2007
年 1月から 4月にかけて第 1 回の調査を「働
き方とライフスタイルの変化に関する全国
調査 2007」として実施した。 
調査対象である日本全国に居住する 20 歳

から 34歳の男女を抽出した。実際にアタッ
クされた標本数は 9,771である。有効回収数
は 3,367（男性 1,693、女性 1,674）で有効ア
タック数に対する回収数の割合は 34.5%（回
収率）となっている。同種の回収方法を用い
た他の全国調査について若年層に限って回
収率を計算してみると、他の調査と遜色のな
い回収率であることがわかる（東大社研パネ
ル調査プロジェクト・ディスカッションペー
パーシリーズ 10号『働き方とライフスタイ
ルの変化に関する全国調査 2007における標
本特性と欠票についての基礎分析』）。 
なお本調査とは別途に壮年（日本全国の男

女 35-40 歳を母集団）を対象にした類似の調
査を研究代表者の所属機関の独自資金を用
いて同時期に実施した。抽出方法、調査実施
方法、調査票などは同様の形で行い、若年層
と比較が可能な分析ができるように設計し
た。 
その後 2008 年から毎年 1月から 3 月にか

けて追跡調査を実施した。若年調査と壮年調
査の有効回収数と回収率（アタック数に対す
る回収数の割合）を表 1に示した。 
 
表 1  若年調査、壮年調査の回収数・回収率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（3）毎年、下記の図１にあるようなスケジ
ュールに基づいて調査を実施し研究を進め
てきた。四角のボックスは調査企画・実施委
員会の作業を表し、楕円のボックスは調査対
象者へのコンタクトを表す。太い矢印は調査
の企画・実施の流れを示し、1年間のサイク
ルで回転していく。細い矢印は研究班で行わ
れる分析と成果発表の流れを示す。 
 

 図１ 年間の調査実施・分析スケジュール 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 年度の前半は、その年度に実施する調査の
企画と調査票の設計という作業と並行して、
前年度に実施した調査のデータ・クリーニン
グ作業と産業と職業の自由記述を産業・職業
分類カテゴリーに置き換えるコーディング
作業を実施している。 
 調査対象者へは、4月に調査協力へのお礼
と住所変更確認、9 月に調査速報リーフレッ
トの配布と住所確認、12月に今年度調査実施
のお願いという形で、1月から 3月の調査実
施に先駆けて 3回対象者にコンタクトをとり、
継続的な調査が可能となるような体制を構
築した。 
 研究成果の公表については、国内学会での
グループでの報告、海外の学会・国際会議で
の報告に加えて、調査結果を一般向けに公表
するプレスリリースを大学広報部より毎年
１回行い、年度末には一般公開の研究成果報
告会を開催してきた。 
 
４．研究成果 
（1）本研究は、若年者を対象にパネル調査
を実施し、教育、就業、結婚、意識など多面
的な角度から若年者の行動と意識の変容を
総合的に捉えることを目指した。若年層に研
究の焦点を当てる理由は、若年者がかつては
学校・家族という制度に埋め込まれた形で就
職、結婚というイベントを経験していったの
に対して、これらの制度による「保護と縛り」
が弱まり、従来考えられてきた「スムーズな」
職場への移行、家族形成が難しくなっている
過渡的な時期を迎えていることがある。さら
に、若年者は個人のライフコースという視点
からみると大人への過渡期に位置し、不透明
な将来像を描きながら職業キャリア、新たな
家族の形成を模索していかなければならな
い存在である。つまり若年層を対象にした分
析は、スタートラインでの機会の平等・不平
等を明らかにし、社会の格差構造の生成メカ
ニズムを解明していくことにつながる。 

調査の企画
（6－9月）

調査デザイン・調査票作成
（9－11月）

調査票確定
（12月）

予備調査
（11月）

対象者に調査の
お願い
（12月）

データセットの確定
（9月）

プレスリリース
（10月）

学会報告
（9－12月）

公開行事 研究成果報告会
（2月）

対象者へリーフレット配布
と住所変更確認

（9月）

職業・産業記述の
コーディング（6－8月）

データセットの
クリーニング（4－7月）

調査データ入力
（3月）

対象者へ調査協力の
お礼と住所変更確認

（4月）

調査実施
（1－3月）

2008 2009 2010

有効回収票数 2,719 2,444 2,174

回収率 80% 79% 73%

2008 2009 2010

有効回収票数 1,246 1,164 1,012

回収率 87% 86% 79%

若年調査

壮年調査



本研究では、①学校から職場への移行、②
就業行動（非正規雇用、転職など）と労働市
場、③離家と結婚・家族形成、④意識と態度、
という 4つの分析軸から若年者の行動と意識
を分析する。それぞれのテーマについて、明
らかになった知見、学術的な貢献について述
べる。 
 
（2）「学校から職場への移行」研究班では、
学校時代の経験と卒業後の就業、学校が職場
への移行に果たす役割などについて分析し
た。学校を通した職業斡旋は、日本に特有の
システムとして過去の研究でも注目を浴び
てきたが、本調査の分析からも学校経由の就
職の実態が明らかになった。高卒者では、6
割弱が学校（教員・進路指導部）経由で初職
についている。この比率はバブル崩壊前に就
職した対象者と比較するとわずかだが減少
しているが、学校経由の就職の効果をみると、
大きな変化はない。卒業後すぐに間断なく就
職する比率、初職が希望どおりの仕事であっ
た比率、初職が大規模企業であった比率は、
経由者の方が高い。この学校経由の効果は時
代的な変化はなく、バブル崩壊後もそれ以前
とほぼ同様の効果があることが確認された。 
大卒者でも、4 分の１ほどが大学（教員・

就職部）を通して就職しており、この比率は
バブル崩壊以前と比較すると若干減少して
いるものの、学校経由で就職した場合には、
間断の有無、企業規模、希望どおりの仕事か
どうかという点で、特に文系（人文・社会）
卒業生の間で利点があった。大卒者の場合に
は高卒者に比べると学校経由の効果は限定
的であるが、効果がないわけではない。従来
の研究との関連で言うと、確かに学校経由で
就職する新卒者は若干減少しているが、学校
経由の効果に関して時代的な変化がみられ
ないという知見は、新卒者の就職マッチング
において学校という制度が果たす役割が弱
体化しているという過去の研究に疑問を投
げかけるもので、新卒労働市場における制度
の役割の再評価につながる。 
 
（3）「就業行動と労働市場」研究班では、若
年層の初期職業キャリアの形成に着目して
きた。現在労働力となっている 20-34歳男性
のデータから初職×現職の世代内移動表を
作成した。カテゴリーは従業上の地位（自営
／正規／非正規）と職種（専門／ホワイト／
ブルー）の組み合わせによる 9 分類とした。
この世代内移動表に対数非線形モデル（対角
に一様効果を与え、各カテゴリーの連関を測
定するモデル）を当てはめ、連関のパラメー
タを分析することにより、世代内移動の構造
について次の 3点が明らかとなった。第 1に、
正規と非正規の移動しにくさよりも、職種間
での移動のしにくさのほうが顕著である。第

2 に、専門を除き被雇用者のカテゴリーの間
での移動障壁は低く、それらの中で流動的に
なっている。第 3に、ホワイトカラーとブル
ーカラーの被雇用者から自営への移動障壁
が見られ、家業継承あるいは新規開業できる
者が限定されている可能性がある。従来の研
究では、従業上の地位の移動と職種の移動は
別個に分析されることが多かったが、本研究
ではひとつの枠組みで分析することにより、
正規と非正規の移動障壁より職種間での移
動障壁の方が大きいという新たな知見が見
出された。 
 
（4）「離家、結婚、家族形成」研究班では、
調査対象者の 6 割ほどが第 1 回調査時点の
2007年に未婚者であることを考慮し、未婚者
の交際、結婚にいたる活動に注目してきた。
まず未婚者を交際経験と同棲経験の有無に
より分類すると、これまでまったく異性との
交際の経験がない「交際経験なし」は男性で
36％、女性で 22％であった。「交際経験あり・
同棲経験なし」が最大のグループで男女それ
ぞれ 55％、67％、「交際経験あり･同棲経験あ
り」は少数派でそれぞれ 10％、12％となって
いる。3 つのグループ別に結婚意欲の分布を
みると次のような知見が見出された。男女と
も、交際経験の有無と結婚意欲の間には強い
関連がある。とくに「交際経験なし」の者の
結婚意欲が低い。なかでも、男性の場合は、
およそ 4 人に１人が「結婚について考えてい
ない」と答えている。これに対し、「交際経
験あり・同棲経験なし」「交際経験あり・同
棲経験あり」のケースでは、男性のおよそ 4
割、女性のおよそ 5割が「ぜひ結婚したい」
と答えている。男女ともに交際経験のある人
たちは、同棲の経験の有無で結婚意欲に大き
な差はみられない。 
 
（5）どのような人が交際相手を得やすいの
かを検討するために、第 1波調査時に交際相
手がいなかった若年未婚者男女を対象に、1
年後に交際相手がいたか否かの規定要因を
探る分析をおこなった。「交際相手なし」か
ら 1年後に「あり」に移行した人の割合は 15%
である。属性（性別、年齢、学歴、職業、収
入）を統制した上で、「交際相手を見つける
ための活動」、「結婚意欲」および「周囲の異
性環境」の規定力を検討した。結婚意欲が高
いものほど顕著に相手をみつける活動を行
う傾向があるが、交際成立に対しての効果は
実はそれほど強くはない。それよりも、周囲
に話せる異性がいる環境の方がどちらかと
いえば交際成立をうながす効果が大きい。男
性については、収入が高いほど 1年後の交際
成立確率が高い。交際相手を見つける活動を
行った場合にその後交際相手が見つかる確
率が高まるかを調べると、女性の方が交際成



立への効果が若干大きめであるというジェ
ンダー差がみられた。しかし、交際相手をみ
つける活動の効果は、学歴・初職・収入・結
婚意向などをコントロールすると有意では
なくなる。 
従来の研究では、結婚に先立つ交際・同棲

の要因を検討するものは希少であり、本研究
は未婚者の幅広い交際活動を理解する上で
貴重な知見を提供している。今後パネル調査
を継続することで交際・同棲から結婚にいた
る詳細な過程について分析を進めることが
できる。 
 
（6）「意識と価値観」研究班の重要なテーマ
の１つは、どのような意識が変化しどのよう
な意識が変化しにくいのか、を突き止めるこ
とである。同一個人を追跡調査し、かつ同一
項目を繰り返し尋ねたパネルデータである
ため、価値態度を個人間でのばらつきと個人
内でのばらつきとに分解することができる。
前者のばらつきが大きいほど、個人の間で考
え方の違いが顕著にみられ、後者のばらつき
が大きいほど、個人の中で移ろいやすい、す
なわち変わりやすい価値態度であることに
なる。マルチレベルモデルを用いて、調査で
繰り返し質問されている価値態度項目のば
らつきを分析したところ、以下のような知見
を得た。 
 個人間と個人内のばらつきが拮抗する項
目が大半であった。つまり多くの項目は個人
内で時間的に変化すると同時に、個人の間で
もある程度の違いがみられ、ばらつきの大き
さは個人間と個人内でほぼ同程度であった。
「将来よりも今を楽しむ」「福祉をあてにし
ないで生活すべき」などの意見は、比較的個
人内で変わりやすく、政党好感度などの質問
は、比較的に個人の中で変化しにくい項目で
あることがわかった。変化している項目でも、
変化の方向という点からみると、「福祉をあ
てにしないで生活すべき」意識のようにこの
間上昇する項目があると同時に、将来の暮ら
し向きのように下降する項目もあった。個人
間でばらつき傾向が強いものとして、結婚満
足度、現在の暮らし向き、防衛力強化につい
ての項目があげられる。これらの項目は、個
人内での変化に比べて個人の間で意見の相
違が顕著である。 
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